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6,851
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8,255 8,438

649
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※2023年度

190

価値創造の基盤
　当社グループは、日本道路公団（1956年設立）の分割・民営化により2005年10月に誕生し、東日本地域の高速道路ネットワークを支えています。
　日本道路公団の歴史を含めると今年で70年。これからも培った経験とノウハウで、当社グループの社会的使命を果たしていきます。

＊
日
本
道
路
公
団
設
立

＊
磐
越
道
全
線
開
通
／
東
京
湾
ア
ク
ア
ラ
イ
ン
開
通

＊
北
陸
道
全
線
開
通

＊
日
本
初
の
高
速
道
路
が
開
通

　
（
名
神
高
速 

栗
東
Ｉ
Ｃ
～
尼
崎
Ｉ
Ｃ
間
）

＊
長
野
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
開
催

＊
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
開
催

＊
東
海
道
新
幹
線
営
業
開
始

＊
上
信
越
道
全
線
開
通

＊
札
幌
小
樽
道
路
開
通（
現
在
は
札
樽
道
の
一
部
）

＊
秋
田
道
全
線
開
通

＊｢

料
金
プ
ー
ル
制｣

導
入

＊
札
幌
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
開
催

＊
第
一
次
オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク

＊
郡
山
ト
ラ
ッ
ク
タ
ー
ミ
ナ
ル
営
業
開
始

＊
仙
台
南
ト
ラ
ッ
ク
タ
ー
ミ
ナ
ル
営
業
開
始

＊
第
二
次
オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク

＊
東
北
・
上
越
新
幹
線
営
業
開
始

＊
関
越
道
全
線
開
通

＊
関
越
ト
ン
ネ
ル（
下
り
）開
通

＊
国
鉄
民
営
化（
Ｊ
Ｒ
の
誕
生
）

＊
東
北
道
全
線
開
通

＊
消
費
税（
３
％
）導
入

＊
元
号
が
昭
和
か
ら
平
成
へ

＊
長
野
道
全
線
開
通

＊
名
神
高
速
全
線
開
通

＊
東
名
高
速
全
線
開
通

＊
全
国
に
お
い
て
Ｅ
Ｔ
Ｃ
の
一
般
運
用
開
始

＊
山
形
道
全
線
開
通

1960 1995198519751965 2000199019801970

〈 供用（営業）延長の推移 （㎞） 〉
※国内の高速道路データは「高速道路便覧2024」より引用

〈 利用台数の推移 （万台／日） 〉
※国内の高速道路データは「高速道路便覧2024」より引用

NEXCO東日本グループのあゆみ

日本道路公団設立 東名高速全線開通 関越道全線開通 東北道全線開通 東京湾アクアライン開通
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172

76
124
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496

1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025

3,348 3,594 3,842 3,943 3,943

（年度）

1,888

2,860
3,721

4,869

5,930
6,851

7,389 7,758
8,255 8,438

649

8,498
※2023年度

190

＊
東
日
本
高
速
道
路
株
式
会
社
設
立

　
（
道
路
関
係
公
団
の
民
営
化
）

＊
新
潟
県
中
越
沖
地
震
発
生

＊
お
客
さ
ま
セ
ン
タ
ー
開
設

＊
イ
ン
ド
事
務
所
設
立（
初
の
海
外
拠
点
）

＊
北
関
東
道
全
線
開
通

＊
東
日
本
大
震
災
発
生

＊
防
災
拠
点
を
備
え
た
Ｓ
Ａ
誕
生

＊
平
成
27
年
９
月
関
東
・
東
北
豪
雨

＊
イ
ン
フ
ラ
長
寿
命
化
計
画（
行
動
計
画
）策
定

＊
常
磐
道
全
線
開
通

＊
令
和
元
年
房
総
半
島
台
風
・
令
和
元
年
東
日
本
台
風

＊
元
号
が
平
成
か
ら
令
和
へ

＊
北
海
道
胆
振
東
部
地
震
発
生

＊
イ
ン
ド
現
地
法
人（
Ｅ
Ｎ
Ｉ
）設
立

＊
Ｓ
Ｍ
Ｈ
運
用
開
始

＊
総
合
技
術
セ
ン
タ
ー
運
用
開
始

＊
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大

＊｢

ｍ
ｏ
Ｖ
ｉ
ｓ
ｉ
ｏ
ｎ｣

始
動

＊
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
開
催

＊
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
５
類
へ
移
行

＊
カ
ム
チ
ャ
ツ
カ
半
島
付
近
で
地
震
発
生

＊
青
森
県
東
方
沖
で
地
震
発
生

　
初
の「
後
発
地
震
注
意
情
報
」発
令

＊｢

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
推
進
戦
略｣

始
動

＊
能
登
半
島
地
震
発
生

＊「
Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｃ
Ｏ
東
日
本 

道
路
脱
炭
素
化
推
進
計
画
」策
定

＊
新
潟
県
中
越
地
震
発
生

＊
岩
手
・
宮
城
内
陸
地
震
発
生　

＊
平
成
28
年
台
風
第
10
号

20252005 2015 20202010

国内の高速道路(※)供用延長

国内の高速道路(※)の利用台数

NEXCO東日本の営業延長

NEXCO東日本が管轄する
高速道路の利用台数

常磐道全線開通NEXCO東日本設立 東日本大震災発生 総合技術センター運用開始

moVision始動

SMH運用開始
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価値創造ストーリー

NEXCO東日本グループの価値創造

主要業績指標(KPI)

営業延長

2005年度
(民営化時)

2025年度
(最新データ)

通行台数
（1日あたり）

経営資本
Input

Out
com

e

これまでの実績

中期経営計画（2026－2030）

価値
創造

事業内容

償還期間・料金徴収期間 最大2115年まで

3,348㎞ 3,943㎞
234万台 305万台

道路の
管理運営 道路の建設

SA・PAの
運営

技術開発
環境保全
海外展開

関連ビジネス

安全・安心・快適・便利な社会インフラサービスを
お届けするとともに、次世代高速道路の取組みを推進する

基本方針
1

基本方針
3 事業運営力を強化し、働く人にとって誇れる企業グループとなる

CSR
メッセージ

地域をつなぎ 地域とつながり
未来につなげる

NEXCO東日本グループの
あゆみ （1956年～）

これまでの歴史

財務資本

安定経営を支える財務構造と
高い信用格付け

営業資本

東日本地域を支える
高速道路ネットワーク

人的資本

現場力と技術継承
を基盤とする人材育成

社会・関係資本

地域・国民・行政との
長期的な信頼関係

環境資本

脱炭素・循環型社会へ貢献する
対応力･適応力

知的資本

事業を通じて蓄積した
技術とノウハウ

持続
可能
な社
会の

実現
に貢
献

▶

▶

店舗売上高
（SA・PAの飲食・物販）

900億円
  （2006年度）

1,112億円▶

債務残高
（全国路線網） 28.9兆円 18.1兆円▶

サプライチェーン
排出量

(Scope 1・2・3)
　8,922千t-CO2
     （2013年度）

8,865千t-CO2
（2024年度）

▶

NEXCO東日本グループは、
高速道路の効果を

最大限発揮させることにより、
地域社会の発展と暮らしの向上を支え、
日本経済全体の活性化に貢献します。

グループ
経営理念

「つなぐ」価値 を創造
グループ経営ビジョン

グループ経営方針

社 会
人口減少
労働力不足

取り巻く事業環境

経 済
物価上昇
金利上昇

環 境
地球温暖化
異常気象

内的要因

高速道路の老朽化
コスト上昇

技 術
生成AI・ロボティクス等

の技術進化
自動運転技術の進展

コーポレートガバナンス

社会課題の解決に貢献し、日本と地域を支える基本方針
2

中長期的な事業運営

未来に向けた価値創造
橋りょうの
耐震性向上

渋滞と
交通事故の
減少

SA・PAの
収益向上

多様な
働き方の
実現

防災
・減
災　
有事
でも
｢つな

ぐ｣を
守る
高速
道路 　

安全
・安
心・
快適
・便
利　
今も
未来
も安
全・
安心
な高
速道
路

機能
整備
と情
報に
よる
渋滞
の解
消・
緩和

人も
地域
も快
適・
便利
なSA

・PA　

次世
代高
速　
自動
運転
・EV

を支
える
高速
道路

物流
支援
　物
流効
率化
・ドラ

イバ
ー負
担軽
減を
支援　

地域
社会
　自
他の
｢強み

｣を活
かす
　　
　

地域
連携
と新
ビジ
ネス
の創
出　

脱炭
素　
205
0年カ

ーボ
ンニ
ュー
トラ
ル　

安定し
た物流　

物流
の効
率化
を支
援す
る道
路環
境　

地域
社会
　自
他の
｢強み

｣を活
かす
　　
　

地域
連携
と新
ビジ
ネス
の創
出　

脱炭
素　
205
0カー

ボン
ニュ
ート
ラル

　国
際社
会　
培っ
た技
術で
拓く
国際
貢献

事業
運営
力強
化　
DX推

進と
人材
育成
で

進化
する
｢運営

力｣

P.21

P.29,33

P.13,47

P.34,48

P.23

P.31

P.35

P.31

P.39
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　NEXCO東日本グループは、地域・国・世代を超えた豊かな社会の実現に向けて、
「つなぐ」価値を創造し、あらゆるステークホルダーに貢献する企業として成長します。

グループ
経営ビジョン

～「つなぐ」価値を創造～ 

環 境
環境にやさしい
企業を目指します

国際社会
国際社会のニーズに
積極的に貢献する
企業を目指します

株主・投資家
明確な経営責任のもと、
期待にお応えする
企業を目指します

社 員
社員ひとりひとりが

「やりがい」を実感できる
企業を目指します

取引先
健全で公正・透明・
誠実な取引関係の
構築を目指します

地域社会
地域に愛され、

地域の発展に貢献する
企業を目指します

国 民
国民から信頼される
健全な企業を
目指します

お客さま
お客さまにご満足を
お届けする企業を
目指します

企業理念

NEXCO東日本グループは、
高速道路の効果を最大限発揮させることにより、

地域社会の発展と暮らしの向上を支え、
日本経済全体の活性化に貢献します。

● お客さまを第一に考え、安全・安心・快適・便利を向上させます。

グループ経営理念 グループ経営方針

● 終わりなき効率化を追求し、技術とノウハウを発揮した事業によ
り、社会の発展を支えます。

● 公正で透明な企業活動のもと、経営資源を最適に活用することに
より、健全なグループ経営を行うとともに、的確な企業情報の発信
を行います。

● グループ社員が健康でやりがいを持って働ける環境を整え、社員
各自の努力とその成果を重視し、チャレンジ精神を大切にします。

● CSR経営を推進し、ステークホルダーにとどける価値とグループ
全体の企業価値を高め、持続可能な社会の実現に貢献します。
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NEXCO東日本 首都高速道路
株式会社

阪神高速道路
株式会社

本州四国連絡
高速道路株式会社

首都高速道路公団日本道路公団 阪神高速道路公団 本州四国連絡橋公団

独立行政法人 日本高速道路保有・債務返済機構（高速道路機構）

［ 高速道路機構とNEXCO東日本との関係 ］

※経営安定化時
　NEXCO西日本と合併〈高速道路機構〉高速道路の保有・債務返済

〈会社〉 高速道路の建設・管理・料金徴収

NEXCO中日本 NEXCO西日本

高速道路機構

高速道路資産の保有

債務の返済

建設・更新など

管理・運営

資金の調達

賃借料の支払い

通行料金

お客さま

NEXCO東日本

投資家・金融機関など

高速道路資産の借り受け

高速道路資産・債務の引き渡し

　旧道路関係公団の民営化にあわせて、高速道路資産の保有と債務の確実な返済を行い、
高速道路事業の円滑な実施を支援する独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構（以
下「高速道路機構」）が誕生しました。
　当社が社債発行や借り入れなどで調達する資金により、高速道路を建設し、完成後に高
速道路資産とその工事に要した社債などの債務をあわせて、高速道路機構に引き渡してい
ます。そして、高速道路機構より高速道路資産を当社が借り受け、管理・運営し、お客さま
からいただく通行料金収入を原資に、高速道路機構に賃借料を支払い、債務の返済を進め
ています。
　なお、高速道路の料金設定には利潤は含めず、通行料金収入は、賃借料のほか、高速道路
の維持管理や各種サービスを提供するために使われています。

■ 高速道路事業の枠組み

　当社の株式は、総株主の議決権の3分の1以上を政府が保有することとされています（現
状は全株保有）。業務執行は、国からの許認可を得るなど、強いガバナンスのもと事業を展
開しています。

■ 政府・政策との強い一体感が生み出す強固なガバナンス

出  資 ○総株主の議決権の3分の1以上の株式を政府が常時保有 【高速道路株式会社法第3条】

役員の人事 ○代表取締役、監査役等の選定・解職等の認可 【高速道路株式会社法第9条】

業務の執行

○事業計画の認可 【高速道路株式会社法第10条】

○高速道路機構と締結した協定事項に対する許可 【道路整備特別措置法第3条】

○供用約款の認可 【道路整備特別措置法第6条】

財　務

○募集社債を引き受ける者の募集または弁済期限が
　1年を超える資金の借り入れの認可

【高速道路株式会社法第11条】

○重要な財産の譲渡または担保提供の認可 【高速道路株式会社法第12条】

○定款の変更、剰余金の配当その他の剰余金の処分、
　合併、分割及び解散決議の認可

【高速道路株式会社法第13条】

○高速道路機構による災害復旧費用の無利子貸付 【高速道路機構法第12条】

[ 通行料金収入による債務の返済イメージ ]

営業収益

営業費用 高速道路機構への賃借料 債務の返済へ

通行料金収入

管理費用

事業運営の基盤



10

価
値
創
造
の
基
盤

未
来
に
向
け
た
価
値
創
造

中
長
期
的
な
事
業
運
営

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス

デ
ー
タ
集

ト
ッ
プ
メ
ッ
セ
ー
ジ

■ 安定した事業運営へグループ協働体制を確立

　高速道路ネットワークを着実に整備し、安全･安心･快適･便利なサービスをお届けするため、当社とグループ31社との協働体制を構築しています。

関連会社
㈱NEXCO保険サービス、㈱NEXCOシステムソリューションズ、㈱高速道路総合技術研究所、高速道路トールテクノロジー㈱、
東京湾横断道路㈱、東北高速道路ターミナル㈱、日本高速道路インターナショナル㈱

㈱ネクスコ東日本エリアトラクト

㈱ネクスコ東日本トラスティ

㈱ネクスコ東日本リテイル

㈱ネクスコ東日本エリアサポート

㈱ネクスコ東日本ロジテム

㈱ネクスコ東日本シティフード

料金収受

交通管理

維持修繕

保全点検

海外展開

㈱ネクスコ・サポート北海道

㈱ネクスコ・サポート新潟

※

※

㈱ネクスコ・パトロール関東㈱ネクスコ・パトロール東北

㈱ネクスコ・トール東北

㈱ネクスコ・トール北関東

㈱ネクスコ・トール関東

㈱ネクスコ・メンテナンス北海道 ㈱ネクスコ・メンテナンス東北

㈱ネクスコ・エンジニアリング北海道 ㈱ネクスコ・エンジニアリング東北

㈱ネクスコ東日本エンジニアリング ㈱ネクスコ・エンジニアリング新潟

㈱ネクスコ・メンテナンス関東 ㈱ネクスコ・メンテナンス新潟

㈱関東エリアクリーン

㈱ネクスコ東日本イノベーション＆
コミュニケーションズ

E-NEXCO INDIA PRIVATE LIMITED

技術開発 ／ 海外展開

道路の管理運営（用地の管理）
道路の建設（用地の取得）

関連ビジネス

道路の管理運営

SA・PAの運営

技術開発

※ 料金収受と交通管理を兼務
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事業概要

技術開発・環境保全・海外展開 関連ビジネス
　未来につなげるサステナブルな高速道路を実現
するために必要な技術開発や環境対策を進めてい
ます。また、これまでに培った経験や技術力を活か
した国際貢献を進めています。

　当社グループの経営資源を最大限
活用する事業（トラックターミナル、
駐車場、駐輪場、宿泊施設など）を展
開することで、地域へ貢献します。

道路の管理運営　～24時間365日、安全・安心・快適・便利な高速道路空間を提供する～

交通巡回

保全点検・維持修繕

料金収受

法令違反車両の指導取締り
道路管制センター

　高速道路を巡回し、道路・交通などに異常がないか
を確認しています。異常事象（事故・故障車・落下物な
ど）発生時は、現場へ急行し、警察・消防機関などと連
携し、車線規制や事象の対応に当たります。

　路面・道路構造物の点検や清掃、道路周辺の草刈
りなど実施するとともに、計画的な補修工事により、
安全・快適を確保しています。また、将来へ向けた取
組みとして、SMH（スマートメンテナンスハイウェ
イ）プロジェクト　　　　  を推進しています。

　料金所では、複雑な車種判別を的確に行い、
多様な支払い手段に対応しながら適切かつ迅
速な料金収受を行っています。また、料金精算
機の導入、遠隔対応、ETC専用料金所の拡大な
ど高度化・効率化を推進しています。

　法令で定められた車両の長さ･重量などの一般的
制限値(最高限度)を超えた車両や、長いトンネルな
どを通行してはいけない車両(禁止されている危険
物を積載)の走行を防ぐ指導取締りを行っています。

　道路管制センターを当社グループ管内4カ所に設置し、道
路の状況を把握し、異常事象への対応やお客さまへの情報提
供を行っています。また、トンネル・非常用設備などの常時監
視を行い、日夜、お客さまの安全・安心を支えています。

　お客さまを第一に考え、安全・安心・快適・便利な
高速道路空間を提供するため、グループ社員と協力
して、さまざまな事象への対応力を身につけるため
の実務研修を実施しています。

グループ協働で支える高速道路の安全・安心・快適・便利　～札幌管理事務所グループ～

緊急事象の対応などに取り組む姿をご覧いただけます。
（マイナビニュース）
https://news.mynavi.jp/kikaku/e-nexco-sdgs-7/?trflg=1

TOPICS

あきる野ICビオトープ E-NEXCO Eye 郡山トラックターミナル
（東北道　郡山IC付近）

（→P.34）

E-NEXCO LODGE 佐野SA店
 （東北道  佐野SA）

https://news.mynavi.jp/kikaku/e-nexco-sdgs-9/
https://news.mynavi.jp/kikaku/e-nexco-sdgs-7/
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商業施設の充実  ～｢華づくり｣と｢礎づくり｣～

安心と快適をサポート

　個性的なサービスを目指
す「華づくり」と、全般的な
質の向上を目指す「礎づく
り」を追求し、魅力的な SA・
PAへリニューアルを進め
ています。また、リニューア
ルでは、「ゆったりと食事を
楽しみたい」「さまざまなメ
ニューを気軽に楽しみたい」

「地域の食材を使った食事を
楽しみたい」などのニーズに
応えるレストラン、フード
コート、カフェなどの充実を
進めています。

　エリアコンシェルジェがいるインフォメーションでは、「観光施設における
心のバリアフリー（観光庁）」や「外国人観光案内所（カテゴリー 1）（日本政府
観光局）」の認定を取得し、お客さまに寄り添ったご案内を行っています。また、
小さなお子さまをお連れの方やお体の不自由な方も安心して利用できる施設

（ベビーケアルーム、多機能トイレなど）やお客さまニーズに応える施設（シャ
ワールーム、パウダーコーナーなど）を整備し、快適な休憩を支えています。

　SA・PAのお客さま満足度のさらなる向上を目指し、関係各所や地域と連携しながら、
計画から運営までをグループ全体で一体的に推進しています。

お客さまと地域に寄り添ったリニューアルの実現に向けた、当社
グループの協働による価値創造の取組みをご覧いただけます。

（マイナビニュース）　
https://news.mynavi.jp/kikaku/e-nexco-sdgs-9/?trflg=1

お客さまと地域を笑顔にするSA･PAづくり　～NEXCO東日本×ネクスコ東日本エリアトラクト～

SA・PAの運営
～地域とお客さまへ高いクオリティで応える場所を提供する～

110カ所

ベーシックエリア

50カ所

コンビニエリア
礎づくり

華づくり
Pasar

7カ所

ドラマチックエリア

21カ所

新規路線の整備

暫定2車線区間の4車線化

スマートICの整備

　4車線化により、渋滞の解消・緩和や、反対車線へ
の飛び出しなど重大事故の防止、維持修繕工事や事
故発生時における通行止めの減少が見込まれます。
また、時間信頼性の確保、災害・大雪時の交通機能確
保にもつながることから、計画的に4車線化を進め、
安全・安心のための機能向上に取り組んでいます。

　既存の高速道路を有効に活用し、地域生活の充実
や地域経済の活性化を推進するため、各地でスマー
トICの整備を進めています。通行をETC車に限定す
ることで、低コストでの導入を可能としています。

道路の建設　～高速道路ネットワークの整備を着実に進め、暮らしを豊かにする～

　首都圏では、圏央道 境古河IC～つくば
中央 IC間（2017年）や東京外環道 三郷
南IC～高谷JCT間（2018年）の開通によ
り、関越道から東関東道まで複数のルー
トがつながり、利便性が向上しました。
　現在も圏央道や東京外環道などの整
備を進めています。新規路線の整備によ
り、移動時間の短縮、地域経済の活性化
などの効果や、災害発生時の緊急輸送路
としての役割が期待されます。

横浜環状南線（圏央道） 釜利谷JCT～戸塚IC間 桂台トンネル

圏央道　つくば西スマートIC

圏央道　阿見東IC～稲敷IC間

TOPICS

https://news.mynavi.jp/kikaku/e-nexco-sdgs-9/
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地域とのつながり
　高速道路をより身近な存在として認識いただけるよう、地域の皆さまへ情報発信を行っています。また、高速道路沿線地域と連携し、地域活性化に向けたさまざまな
取組みを行っています。

　高速道路によるつながりを活かしたイベ
ントを主催し、地域の魅力を発信しています。
また、地域が主催するイベントへ出展・協賛
などを行い、地域の皆さまとともに地域活性
化に取り組んでいます。

　福祉施設でつくった商品の出張販売や美化活
動など、障がいのある方と協働し、高速道路と福
祉が連携して幸福を広げていく「高福連携」に取
り組んでいます。

　地域が抱える課題解決へ高速道路事業を通じて貢献するために、地域との協働・共創を
進めています。街のサステナビリティをテーマに地元の皆さまとワークショップを開催す
るなど、さまざまな取組みを行っています。

　出前授業を通じて高速道路や交通安全に
ついて学ぶ機会を提供するとともに、職場
見学の受け入れにより当社の仕事や役割を
知っていただくなど、地域の子どもたちの
キャリア教育を支援しています。

　高速道路ネットワークの整備を円滑に進
めるためには、地域の皆さまやお客さまのご
理解・ご協力が不可欠です。工事内容や完成
後の効果について、PRルームの設置や現場見
学会などを通して発信しています。

地域との交流

高福連携  ～誰もが活躍する社会に貢献～

地域を支える子どもたちへ
～キャリア教育支援～

地域の皆さまへの情報発信

地域の課題解決に向けた協働・共創

地域が主催するイベントへの参加（新潟まつり）

地元中学校の職場体験（高崎管理事務所）

道東道4車線化事業PRルーム『占冠BASE』
（占冠村物産館  1階）

福祉施設のお菓子出張販売会  （東北支社オフィス内）

公民連携で考える
「街のサステナビリティ」
～NEXCO東日本版MaaSを

通じた地域連携～

上信越道のスマート IC設置を契機として、千曲市 (長野県 )職員と
当社社員が街の課題解決につなげる事業構想に向けて語った記録
をご覧いただけます。 （マイナビニュース）
https://news.mynavi.jp/kikaku/e-nexco-sdgs-8/?trflg=1

TOPICS

https://www.e-nexco.co.jp/assets/pdf/ir/impact_report/impact_report_2603.pdf
https://news.mynavi.jp/kikaku/e-nexco-sdgs-8/
https://news.mynavi.jp/kikaku/e-nexco-sdgs-8/?trflg=1
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財務ハイライト

■ 連結キャッシュ・フロー
    （営業／投資／財務／現金等）の推移

2017 2018 2023 20252024 （ 年 度 ）

（億円：端数切捨）

0

5,000

10,000

15,000

20,000
料金収入

道路資産完成高

1,293

8,376

9,985

8,599

2,265

8,164

2,590

8,369

3,417

8,547

500

400

300

200

100

0

（億円：端数切捨）

2017 2018 2023 20252024 （ 年 度 ）

416 416 340 352 358

（億円：端数切捨）

（ 年 度 ）2017 2018 2024 20252023

8,000

6,000

4,000

2,000

0

▲2,000

▲4,000

▲6,000

▲8,000

営業キャッシュ・フロー　　　　　投資キャッシュ・フロー　　　

財務キャッシュ・フロー　　　　　現金等

▲2,293

▲599

3,249

6,679

▲6,701

154

1,760

▲2,045

▲464

2,074

1,784

▲2,765

▲479

2,473

1,013

▲1,534

▲610

2,935

1,8041,627

　高速道路の建設・更新工事を進めるための資金は、社債発行や長期借入金により
調達していますが、売り上げの発生（高速道路機構への高速道路資産の引き渡し）は、
工事完了後となり、工事の開始から高速道路機構へ道路資産を引き渡すまでに長期
間を要します。このため、道路の開通などが少ない年度では、営業活動と財務活動の
キャッシュ・フローは、次の傾向を示します。
 

【営業キャッシュ・フロー】
　高速道路の建設・更新のための投資額が、資産の引渡額を上回り、マイナスとな
る年度が多い。
 

【財務キャッシュ・フロー】
　資金調達額が、債務引渡額を上回るため、プラスとなる年度が多い。
 
　なお、2018年度は、東京外環道（三郷南IC～高谷JCT間）の完成により、高速道路
機構への資産・債務引渡が多額となったため、営業キャッシュ・フローがプラス、財
務キャッシュ・フローがマイナスとなっています。（※）

※

■ 営業収益（道路／SA・PA）の推移

　高速道路事業営業収益は、おもに料金収入と道路資産完
成高（建設した高速道路を高速道路機構へ引き渡すことに
よる売り上げ）となっており、安定した料金収入により、確
実な道路資産賃借料の支払いをしています。
　関連事業のうち、SA・PA事業営業収益は、おもにテナン
トからの商業施設の賃貸料となっています。

[ 高速道路事業営業収益の状況 ] [ SA・PA事業営業収益の状況 ]

（→P.9）
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■ 社会的・環境的課題の解決を目指す確実な資金調達

　債券発行体として、R&I、ムーディーズ・ジャパン
（Moody‘s）、日本格付研究所（JCR）から日本国債と
同等の信用格付けを取得しており、投資家の皆さま
の客観的な投資判断に資するよう努めています。

　2025年度は、個別訪問をはじめ、複
数投資家向けのセミナーやエンゲージ
メント対談などを実施しました｡今後
も各種 IR活動を通じて、投資家の皆さ
まとの十分なコミュニケーションを図
ります。

　当社は、2019年6月以降、社会的課題を解決する事業に充当することを目的とした「ソー
シャル・ファイナンス」によって資金調達を行ってきました。2024年6月には、国際資本市
場協会（ICMA）が定める原則およびガイドラインに適合した「サステナビリティ・ファイナ
ンス・フレームワーク」を策定し、格付投資情報センター(R&I)から第三者評価を取得してい
ます。
　本フレームワークに基づき、当社グループが進める暫定2車線区間の 4車線化のうち、大
雪による車両の立ち往生や大雨によるのり面崩落発生時における交通ネットワークの寸断
防止、並行する一般道が通行止めとなった際の代替機能の確保に資する 4車線化事業に充
当するため、これまでに計600億円をサステナビリティボンドとして発行しています。

高い信用格付け

投資家とのコミュニケーション

サステナビリティボンド(環境および社会貢献債)による調達

（億 円）
7,000
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5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

（ 年 度 ）
2021 2022 2023 2024 2025
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3,250
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3,950

5,149

長期借入金　　　　　社債

（億 円）
7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

（ 年 度 ）
2021 2022 2023 2024 2025

600

3,800

900

3,250

1,400

3,100

1,450 1,751

3,950

5,149

長期借入金　　　　　社債

サステナビリティボンドの発行実績

債券の名称 募集開始日
（条件決定日） 発行日 年限 発行額

東日本高速道路株式会社
第114回社債 令和6年7月11日 令和6年7月25日 5年 500億円

東日本高速道路株式会社
第126回社債 令和7年11月13日 令和7年11月28日 5年 100億円

［ 資金調達の推移（道路の建設・更新資金分） ］

< NEXCO東日本の信用格付け >

R&I 発行体格付け AA+

Moody’s 発行体格付け A1

JCR 長期発行体格付け AAA

※2019年6月～2024年5月の社債および借入金はソーシャルボンドおよびローン
　2024年6月以降はサステナビリティボンドならびにソーシャルボンドおよびローン

● サステナビリティ•ファイナンス
　社会的・環境的課題を解決する事業に充当することを目的とした資金調達手段。当社では、高速道路の建設・
更新事業などに必要となる資金について、サステナビリティボンド（社債）・ソーシャルボンド（社債）および
ソーシャルローン（借入金）として調達し500件を超える投資家・金融機関の皆さまから投資・融資表明をいた
だいています。

「インパクトレポート」の閲覧はこちら

自治体運用担当者向けセミナーへの登壇

https://www.e-nexco.co.jp/assets/pdf/ir/impact_report/impact_report_2603.pdf


16

価
値
創
造
の
基
盤

未
来
に
向
け
た
価
値
創
造

中
長
期
的
な
事
業
運
営

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス

デ
ー
タ
集

ト
ッ
プ
メ
ッ
セ
ー
ジ

■ 債務引渡と着実な返済

高速道路機構による債務の返済

■ 株主と配当政策

　当社の株式は、総株主の議決権の 3分の 1以上を政府が保有すること（高速道路株
式会社法第3条）とされており、現状の株式は、財務大臣が全株式を所有しています。

　当面の間、当社は、財務体質を強化することを最優先課題の一つとし、可能な限り
自己資本の充実に努めていきたいと考えています。
　事業から得られた利益については、道路事業から生じたものとそれ以外のものと
に区分し、道路事業による利益については、高速道路を利用するお客さまのサービス
向上および安全性・快適性などを確保するための施策に充てるとともに、将来の経済
情勢の変動や自然災害などのリスクに備えています。道路事業以外の事業に係る利
益については、SA・PAの新築・改築・改修や新規事業などへの投資に用いることとし
ています。
　よって、剰余金の配当については現時点において実施しておらず、毎事業年度にお
ける配当の回数についての基本方針も定めていません。

　道路資産の完成にともなう債務(建設･更新事業に要した社債および借入金)の高速道路
機構への引渡実績と予定額は、次のとおりです。

株主の状況

配当政策

高速道路機構への債務引渡

株主の名称 住　　所
所有株式数

（株）
発行済み株式（自己株式を除く）の
総数に対する所有株式の割合（％）

財務大臣
東京都千代田区霞が関3丁目

1番1号
105,000,000 100.00

（百万円）

実績額
2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

270,000 280,000 240,000 290,000 390,000
（注）2026年3月31日現在。有利子債務に含まれる政府保証債および社債(財投機関債)は額面ベースです。

（百万円）

予定額
2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度

1,517,289 299,290 304,524 502,615 2,146,240

(注1) 全国路線網について、収支予算の明細（事業許可申請書の記載事項）をもとに算出して記載しています。
(注2) 上記の金額には、高速道路機構からの無利子借入金分に相当する債務引渡予定額は含みません。
(注3) 各年度における実際の債務引渡額は、工事の進捗状況などにより上記予定と異なる可能性があります。

　高速道路機構の債務残高は、道路の完成にともなう債務引受があるものの、高速道路機
構への道路資産賃借料を通じて着実に減少しています。2025年度期首の債務残高は、発足
時より▲14.1兆円となっています。

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024
2005.10
機構発足時

（年 度）

38.2

37.2
36.2

35.4

31.8 31.7
31.5

30.7 31.1 30.9
30.5

29.3
28.6 28.5

29.1
28.5

27.5

28.1
27.3

27.0 26.8

38.2
37.1

35.9
35.1

31.3 31.1
30.6

30.2 30.4
29.7

29.1
28.5

27.6 27.2 27.5
26.8

26.4
26.3

25.7
24.8

24.1

22.0

24.0

26.0

28.0

30.0

32.0

34.0

36.0

38.0

40.0
（兆円）

計画 実績

債務の純減
▲11.2兆円

利便増進事業による
国への債務承継
▲2.9兆円

引受債務
＋18.8兆円
債務返済
▲30.0兆円 ▲14.1兆円

出典：「高速道路機構ファクトブック2025」

［ 債務返済計画と実績の推移（債務残高）（高速道路会社6社合計） ］


